
第２７５号 令和６年１１月１日

9 月 定 例 会

◆令和５年度直方市一般会計歳入歳出決算を認定

◆直方市長及び副市長の給与の特例に関する条例の制定

　についてを可決

主な内容

　P.2　 提出議案とその結果　

　P.3　 賛否の分かれた議案、質疑

　P.4　 委員会の審査、意見書　

   P.6　 一般質問　

   P.12  会派紹介、水仙
△直方市議会ホームページ
　はこちらを C H E C KC H E C K

直方市議会

△「直方市議会」で検索

市議会情報

授業の様子

ボランティア教室（陶芸）の様子

　多文化共生推進費による日本語教室の開催
　脱炭素社会の実現に向けた直方市脱炭素推進補助金

による太陽光パネルの設置

直方第一中学校体育館（正門側の様子）

直方第一中学校体育館（プール側の様子）
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９月定例会に提出された議案等とその結果

２
のおがた議会だより

  決算

議案第 51 号 令和５年度直方市一般会計歳入歳出決算の認定について 認　　定
議案第 52 号 令和５年度直方市国民健康保険特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定
議案第 53 号 令和５年度直方市同和地区住宅資金貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定
議案第 54 号 令和５年度直方市介護保険特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定
議案第 55 号 令和５年度直方市後期高齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定
議案第 56 号 令和５年度直方市上頓野産業団地造成事業特別会計歳入歳出決算の認定について 認　　定

議案第 57 号 令和５年度直方市水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 原案可決
及び認定

議案第 58 号 令和５年度直方市下水道事業会計剰余金の処分及び決算の認定について 原案可決
及び認定

  条例

議案第 59 号 直方市ひとり親家庭等医療費の支給に関する条例の一部を改正する条例について 原案可決
議案第 60 号 直方市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 原案可決
議案第 61 号 直方市都市公園条例の一部を改正する条例について 原案可決
議案第 62 号 直方市水道事業給水条例の一部を改正する条例について 原案可決
議案第 73 号 直方市長及び副市長の給与の特例に関する条例の制定について 原案可決

 予算

議案第 70 号 令和６年度直方市一般会計補正予算（第２号） 原案可決
議案第 71 号 令和６年度直方市国民健康保険特別会計補正予算（第１号） 原案可決
議案第 72 号 令和６年度直方市水道事業会計補正予算（第１号） 原案可決
議案第 75 号 令和６年度直方市一般会計補正予算（第３号） 原案可決

 人事

議案第 67 号 直方市教育委員会教育長の任命につき同意を求めることについて 原案同意
議案第 68 号 直方市教育委員会委員の任命につき同意を求めることについて 原案同意
議案第 69 号 人権擁護委員候補者の推薦について 適　　任
選 挙 第 １ 号 直方市選挙管理委員選挙 選　　挙
選 挙 第 ２ 号 直方市選挙管理委員補充員選挙 選　　挙

 その他

議案第 63 号 財産の取得について 原案可決

議案第 64 号 電子情報処理組織による戸籍事務の事務委託に関する規約の一部変更に関する協議
について 原案可決

議案第 65 号 福岡県後期高齢者医療広域連合規約の一部変更に関する協議について 原案可決
議案第 66 号 市道路線の認定について 原案可決
議案第 74 号 工事請負契約の締結について（上老良・我孫子線道路改良工事（２工区）） 原案可決
議案第 76 号 工事請負契約の締結について（（仮称）直方市保健福祉センター新築工事） 原案可決

意見書案第 5 号 食料自給率の向上で日本の食と農業を守ることを求める意見書について 原案可決
意見書案第６号 選択的夫婦別姓制度の法制化を求める意見書について 原案可決

 報告

報 告 第 ９ 号 専決処分事項の報告について（道路災害に係る損害賠償の額を定めること） 報　　告
報告第 10 号 専決処分事項の報告について（市営住宅明渡し等に係る訴えの提起） 報　　告
報告第 11 号 直方市土地開発公社の経営状況について 報　　告
報告第 12 号 公益財団法人直方文化青少年協会の経営状況について 報　　告
報告第 13 号 令和５年度直方市の財政の健全化判断比率について 報　　告
報告第 14 号 令和５年度直方市上頓野産業団地造成事業特別会計の資金不足比率について 報　　告
報告第 15 号 令和５年度直方市水道事業会計の資金不足比率について 報　　告
報告第 16 号 令和５年度直方市下水道事業会計の資金不足比率について 報　　告

報告第 17 号 令和５年度直方市教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行の状況についての
点検及び評価について 報　　告
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第 51 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 52 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 54 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 55 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 57 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 60 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 65 号 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
第 76 号 ○ ○ ○ ○ × × ○ ○ × × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －
意見書案
第 5 号 ○ ○ ○ × ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

意見書案
第 6 号 ○ ○ × × ○ ○ × ○ ○ ○ × × × × ○ ○ ○ ○ －

○：賛成、×：反対、欠：欠席、棄：棄権、除：除斥
－：議長には賛成・反対の意思表示をする表決権がありませんが、賛成・反対が同数になった場合、可否を決める裁決権があります。
※その他の結果については、全会一致で賛成となっています。

賛否の分かれた議案

質　疑

３
のおがた議会だより

議案番号 議案名 発言者 質疑項目

第 51 号 令和５年度直方市一般会計歳入歳出決算
の認定について

草野 知一郎 【歳入】ふるさと納税
【歳出】ふるさと納税業務委託料　ほか

那須 和也 【歳出】ふるさと納税
【歳出】市政へのアイデア・意見　ほか

渡辺 和幸 【歳出】ファイナンシャルプランニング業務委託料
　　　　ほか

森本 裕次 【歳出】のおがた夏まつり負担金　ほか

第 52 号 令和５年度直方市国民健康保険特別会計
歳入歳出決算の認定について 渡辺 和幸 【歳入】その他一般会計繰入金　ほか

【歳出】出産育児一時金　ほか

第 53 号
令和５年度直方市同和地区住宅資金貸付
事業特別会計歳入歳出決算の認定につい
て

渡辺 和幸 未納分に対する債権管理条例等の適用　ほか

第 54 号 令和５年度直方市介護保険特別会計歳入
歳出決算の認定について 渡辺 和幸 【歳出】介護認定審査会費　ほか

【全般】介護保険料の滞納について

第 55 号 令和５年度直方市後期高齢者医療特別会
計歳入歳出決算の認定について 渡辺 和幸 短期保険証（後期高齢者医療証）の交付状況　ほか

第 57 号 令和５年度直方市水道事業会計剰余金の
処分及び決算の認定について 渡辺 和幸 【歳出】浄水施設等運転管理業務委託料等

第 60 号 直方市国民健康保険条例の一部を改正す
る条例について 渡辺 和幸 条例改正に至った主な要因について　ほか　

第 62 号 直方市水道事業給水条例の一部を改正す
る条例について 渡辺 和幸 条例改正の概要について　ほか

第 65 号 福岡県後期高齢者医療広域連合規約の一
部変更に関する協議について 渡辺 和幸 資格確認書等について　ほか

第 70 号 令和６年度　直方市一般会計補正予算（第
２号）

那須 和也 【歳出】修繕料　ほか
渡辺 和幸 【歳出】病児保育事業補助金　ほか
安永 浩之 【歳出】保育所等給食支援事業補助金　ほか

第 71 号 令和６年度直方市国民健康保険特別会計
補正予算（第１号）

安永 浩之 【歳出】賦課徴収費
渡辺 和幸 【歳出】賦課徴収費

第 73 号 直方市長及び副市長の給与の特例に関す
る条例の制定について 那須 和也 今回の事案における経緯等について　ほか

第 75 号 令和６年度直方市一般会計補正予算（第
３号） 渡辺 和幸 【歳出】新型コロナウイルス予防接種健康被害給付金

第 76 号 工事請負契約の締結について（（仮称）直
方市保健福祉センター新築工事） 渡辺 和幸 入札結果、入札条件について　ほか

９月定例会で質疑が行われた主な議案については次のとおりです。
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地
方
交
付
税
に
つ
い
て
、
マ

イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の
交
付
率

に
応
じ
た
交
付
税
措
置
の
上
乗

せ
基
準
は
ど
う
な
っ
て
い
る
の

か
尋
ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
カ
ー
ド
交

付
率
の
上
位
３
分
の
１
、
率
に

し
て
75
・
75
％
を
超
え
る
自
治

体
に
対
し
て
交
付
税
が
上
乗
せ

さ
れ
る
と
の
回
答
が
あ
り
ま
し

た
。

　
次
に
、
消
防
団
員
報
酬
に
つ

い
て
、
新
た
な
入
団
者
を
迎
え

る
に
当
た
り
、
消
防
本
部
か
ら

の
支
援
や
消
防
団
と
の
連
携
は

ど
う
な
っ
て
い
る
の
か
尋
ね
ま

し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
消
防
本
部

と
し
て
は
、
消
防
団
へ
の
加
入

促
進
と
し
て
広
報
活
動
を
実
施

し
て
い
る
。
ま
た
消
防
団
と
し

て
は
、
地
域
に
密
着
し
た
各
分

団
に
お
い
て
、
団
員
募
集
を
行

っ
て
い
る
と
の
回
答
が
あ
り
ま

し
た
。

　
ま
た
、
消
防
本
部
に
お
け
る
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に
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て
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分
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て

　　
多
文
化
共
生
推
進
費
に
つ
い

て
、
ど
の
よ
う
な
事
業
を
行
っ

て
い
る
の
か
尋
ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
企
業
支
援

の
一
環
と
し
て
、
直
方
市
内
の

企
業
に
勤
め
て
い
る
技
能
実
習

生
を
対
象
と
し
た
日
本
語
教
室

を
実
施
し
て
い
る
と
の
回
答
が

あ
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
日
本
語
教
室
の
内
容

は
ど
の
よ
う
な
も
の
か
尋
ね
ま

し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
毎
週
木
曜

日
と
金
曜
日
に
日
本
語
教
師
に

よ
る
授
業
を
行
っ
て
い
る
ほ
か
、

火
曜
日
に
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
ク
ラ

ス
を
開
催
し
て
い
る
と
の
回
答

4
のおがた議会だより

に
よ
り
高
額
所
得
者
ほ
ど
有
利

な
制
度
と
な
っ
て
い
る
こ
と
は

疑
問
で
あ
り
、
自
治
体
情
報
シ

ス
テ
ム
標
準
化
に
係
る
歳
出
も

認
め
が
た
い
こ
と
か
ら
賛
同
で

き
な
い
と
の
反
対
討
論
が
行
わ

れ
、
採
決
の
結
果
、
賛
成
多
数

で
認
定
す
べ
き
も
の
と
決
定
し

ま
し
た
。

総
務
常
任
委
員
会

委員会の報告
　９月２０日、２４日に開催され付託された議案について審査した主な内容です。

総 務 常 任 委 員 会

産業建設常任委員会

教育民生常任委員会

総 務 常 任 委 員 会

産業建設常任委員会

教育民生常任委員会

教
育
民
生
常
任
委
員
会

が
あ
り
ま
し
た
。

　
次
に
、
適
応
指
導
教
室
費
に

つ
い
て
、
小
・
中
学
校
で
不
登

校
の
児
童
・
生
徒
が
増
加
し
て

い
る
こ
と
は
大
き
な
課
題
で
あ

る
と
思
う
が
、
適
応
指
導
教
室

以
外
に
不
登
校
対
策
は
な
か
っ

た
の
か
尋
ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
令
和
５
年

度
は
適
応
指
導
教
室
１
教
室
の

み
で
あ
っ
た
が
、
令
和
６
年
度

は
新
た
に
校
内
適
応
指
導
教
室

を
１
学
級
開
設
す
る
と
の
回
答

が
あ
り
ま
し
た
。

　
委
員
会
と
し
て
は
、
さ
ら
な

る
不
登
校
対
策
に
取
り
組
む
よ

う
要
望
し
ま
し
た
。
採
決
の
結

果
、
認
定
す
べ
き
も
の
と
決
定

し
ま
し
た
。

令
和
５
年
度
直
方
市
介
護
保
険

特
別
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認

定
に
つ
い
て

　
居
宅
介
護
住
宅
改
修
費
及
び

介
護
予
防
住
宅
改
修
費
に
つ
い

て
、
両
方
合
わ
せ
た
執
行
率
が

約
30
％
で
あ
る
が
、
執
行
率
が

低
い
要
因
は
何
か
尋
ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
第
８
期
介

護
事
業
計
画
に
基
づ
く
需
要
予

測
か
ら
予
算
を
計
上
し
た
が
、

実
際
は
需
要
に
対
し
て
予
算
額

が
多
か
っ
た
た
め
と
の
回
答
が

職
員
の
退
職
に
つ
い
て
、
原
因

の
分
析
及
び
対
策
は
ど
の
よ
う

に
さ
れ
て
い
る
の
か
尋
ね
ま
し

た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
退
職
者
へ

の
面
談
や
ア
ン
ケ
ー
ト
な
ど
を

実
施
し
て
い
る
と
の
答
弁
が
あ

り
ま
し
た
。

　
委
員
会
か
ら
は
、
消
防
本
部

及
び
消
防
団
共
に
、
市
民
の
生

命
・
財
産
を
守
る
た
め
の
消
防

力
の
強
化
に
向
け
て
、
市
長
部

局
と
も
連
携
し
な
が
ら
、
十
分

な
人
員
確
保
及
び
体
制
強
化
を

早
急
に
行
う
よ
う
要
望
し
ま
し

た
。

　
採
決
に
際
し
、
委
員
か
ら
は
、

税
の
滞
納
に
対
す
る
差
押
え
に

つ
い
て
は
、
現
在
も
市
民
の
暮

ら
し
は
物
価
高
騰
等
に
加
え
、

実
質
賃
金
が
よ
う
や
く
上
が
っ

て
き
た
状
況
に
あ
る
こ
と
を
踏

ま
え
て
丁
寧
な
対
応
を
お
願
い

し
た
い
。
ま
た
任
意
で
あ
る
は

ず
の
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
カ
ー
ド
の

取
得
に
つ
い
て
も
、
コ
ン
ビ
ニ

交
付
手
数
料
を
下
げ
た
こ
と
に

伴
う
手
数
料
収
入
の
減
少
や
カ

ー
ド
の
交
付
率
に
よ
っ
て
差
を

つ
け
る
と
い
っ
た
交
付
税
措
置

の
在
り
方
も
問
題
で
あ
る
。
ふ

る
さ
と
納
税
に
つ
い
て
も
改
正
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令
和
５
年
度
直
方
市
水
道
事
業

会
計
剰
余
金
の
処
分
及
び
決
算

の
認
定
に
つ
い
て

　
浄
水
施
設
等
運
転
管
理
業
務

委
託
に
関
す
る
職
員
の
不
祥
事

に
つ
い
て
、
再
発
防
止
に
向
け

今
後
ど
う
取
組
を
行
う
の
か
尋

ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
今
回
事
件

が
起
こ
っ
た
背
景
と
し
て
、
専

門
的
知
識
を
有
す
る
職
員
の
育

成
と
い
う
観
点
は
あ
っ
た
も
の

の
、
同
じ
職
場
に
長
く
配
置
し

て
い
た
こ
と
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

人
事
異
動
の
サ
イ
ク
ル
や
配
置

も
含
め
見
直
し
を
行
い
た
い
と

考
え
て
い
る
。
ま
た
、
法
に
則

し
た
随
意
契
約
の
厳
格
な
適
用

や
、
職
員
の
倫
理
感
を
高
め
る

研
修
の
実
施
な
ど
に
よ
り
再
発

防
止
を
図
っ
て
い
き
た
い
と
の

答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
採
決
の
結
果
、
異
議
な
く
可

決
及
び
認
定
す
べ
き
も
の
と
決

定
し
ま
し
た
。

令
和
６
年
度
直
方
市
一
般
会
計

補
正
予
算
（
第
２
号
）
の
う
ち

所
管
分
に
つ
い
て

産
業
建
設
常
任
委
員
会

意 

見 

書

　
今
定
例
会
で
は
、
次
の
意
見

書
が
提
出
さ
れ
、
採
決
の
結
果

可
決
し
ま
し
た
。
可
決
し
た
意

見
書
を
、
関
係
行
政
庁
等
に
送

付
し
ま
し
た
。

◎
食
料
自
給
率
の
向
上
で
日
本

の
食
と
農
業
を
守
る
こ
と
を
求

め
る
意
見
書

　
送
付
先
は
、
内
閣
総
理
大
臣
、

総
務
大
臣
、
財
務
大
臣
、
農
林

水
産
大
臣
で
す
。

◎
選
択
的
夫
婦
別
姓
制
度
の
法

制
化
を
求
め
る
意
見
書

　
送
付
先
は
、
衆
議
院
議
長
、

参
議
院
議
長
、
内
閣
総
理
大
臣
、

法
務
大
臣
、
内
閣
府
特
命
担
当

大
臣
で
す
。

【
お
詫
び
】

　
議
会
だ
よ
り
８
月
１
日
号
に

６
月
定
例
会
で
可
決
し
た
意
見

書
が
未
掲
載
と
な
っ
て
お
り
ま

し
た
。
お
詫
び
し
て
、
次
の
と

お
り
掲
載
い
た
し
ま
す
。

　
な
お
、
可
決
し
た
意
見
書
は
、

関
係
行
政
庁
等
に
送
付
し
て
お

り
ま
す
。

　
交
通
体
系
調
査
分
析
業
務
委

託
料
及
び
共
創
モ
デ
ル
実
証
運

行
業
務
委
託
料
が
計
上
さ
れ
て

い
る
が
、
そ
れ
ぞ
れ
ど
の
よ
う

な
事
業
を
行
い
、
ど
の
よ
う
に

活
用
す
る
の
か
尋
ね
ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
本
市
に
お

け
る
交
通
課
題
を
分
析
す
る
た

め
、
直
方
市
、
交
通
事
業
者
、

大
学
、
民
間
事
業
者
等
で
構
成

さ
れ
る
「
直
方
市
共
創
プ
ラ
ッ

ト
ホ
ー
ム
」
が
結
成
さ
れ
、
地

域
公
共
交
通
の
維
持
・
活
性
化

を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
た
国

の
事
業
で
あ
る
「
共
創
モ
デ
ル

実
証
運
行
事
業
」
に
応
募
し
、

７
月
に
採
択
さ
れ
た
こ
と
か
ら
、

実
証
事
業
と
し
て
、
交
通
体
系

調
査
分
析
業
務
及
び
共
創
モ
デ

ル
実
証
運
行
を
実
施
す
る
も
の

で
あ
る
。

　
交
通
体
系
調
査
分
析
業
務
委

託
に
つ
い
て
は
、
Ｉ
Ｃ
カ
ー
ド

リ
ー
ダ
ー
の
活
用
に
よ
る
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
利
用
者
の
移
動

実
態
、
路
線
バ
ス
の
新
た
な
商

業
施
設
へ
の
乗
り
入
れ
に
よ
る

利
用
者
の
移
動
実
態
及
び
土
地

利
用
、
人
口
分
布
、
高
齢
者
分

布
等
の
デ
ー
タ
を
活
用
し
た
潜

在
的
な
移
動
需
要
を
分
析
し
、

持
続
可
能
な
交
通
ネ
ッ
ト
ワ
ー

ク
の
調
査
分
析
を
行
い
、
路
線

再
編
の
基
礎
資
料
作
成
を
行
う

こ
と
と
し
て
い
る
。

　
ま
た
、
共
創
モ
デ
ル
実
証
運

行
業
務
委
託
は
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ

ィ
バ
ス
等
に
よ
る
移
動
実
態
調

査
期
間
内
に
係
る
運
行
経
費
の

一
部
で
あ
る
。
こ
の
調
査
分
析

結
果
を
基
に
、
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ

バ
ス
の
最
適
な
路
線
に
つ
い
て
、

検
討
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る

と
の
答
弁
が
あ
り
ま
し
た
。

　
採
決
の
結
果
、
原
案
の
と
お

り
可
決
す
べ
き
も
の
と
決
定
し

ま
し
た
。

あ
り
ま
し
た
。

　
ま
た
、
近
隣
の
自
治
体
に
比

べ
、
介
護
保
険
認
定
者
数
に
対

す
る
住
宅
改
修
申
請
数
が
少
な

い
。
申
請
の
受
付
が
厳
し
い
の

で
は
な
い
か
、
ま
た
受
付
時
の

マ
ニ
ュ
ア
ル
は
あ
る
の
か
尋
ね

ま
し
た
。

　
所
管
課
か
ら
は
、
申
請
時
に

助
言
を
行
う
こ
と
は
あ
る
が
、

受
理
し
て
い
る
。
ま
た
審
査
は

厚
生
労
働
省
の
Ｑ
＆
Ａ
な
ど
に

沿
っ
て
対
応
し
て
お
り
、
市
独

自
の
マ
ニ
ュ
ア
ル
は
作
成
し
て

い
な
い
が
、
令
和
６
年
度
中
に

作
成
し
事
業
者
に
示
せ
る
よ
う

に
し
た
い
。
今
後
も
適
正
給
付

と
迅
速
な
サ
ー
ビ
ス
、
サ
ー
ビ

ス
満
足
度
の
向
上
に
取
り
組
ん

で
い
く
と
の
回
答
が
あ
り
ま
し

た
。

　
委
員
会
と
し
て
は
、
居
宅
介

護
住
宅
改
修
費
及
び
介
護
予
防

住
宅
改
修
費
の
合
計
の
執
行
率

が
30
％
程
度
と
な
っ
て
お
り
、

実
施
率
が
近
隣
自
治
体
よ
り
極

め
て
低
い
こ
と
か
ら
、
要
因
を

確
認
す
る
と
と
も
に
審
査
に
お

い
て
マ
ニ
ュ
ア
ル
を
作
成
す
る

な
ど
改
善
に
努
め
る
こ
と
を
要

望
し
ま
し
た
。
採
決
の
結
果
、

認
定
す
べ
き
も
の
と
決
定
し
ま

し
た
。


